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食肉加工産業の競争的寡占市場構造

出 村 克

目次

~ 
λ==--

I 序 問題提起…・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ a・・・・・・・・・・・・・・・・・・ e・・・・・・ ・・34

E 食肉加工産業の市場構造…・…..…-・…・…...…....・H ・-………・.36

(1) 産業規模

但)生産集中度

(3) 製品差別化

(4) 技術と費用

直 食肉加工産業の市場行動・ H ・H ・...………'"・ H ・...…....・ H ・.，.……・・39

(1) 価格決定の市場行動様式

(2) 加工品販売価格の決定

(3) 原料肉仕入面での競争的行動

W 参入とその実態・・ H ・H ・.....……....・ H ・.....……....・ H ・...・ H ・H ・H ・-・45

(1) 参入の 3つのケース・モデノレ

(2) 参入の実態

V 結ー残された課題…....・ H ・.....・ H ・H ・H ・....・ H ・...・ H ・-… H ・H ・-…...・ H ・.51

I 課題

現在，経済は寡占化の時代といわれている。戦後，農業関連産業 (Agricu

Itural Industry)は飛躍的に成長をしてきた。その中でも， 食品工業は，食

生活パターンの変化とともに，著しく成長してきた。食肉と食肉加工品の需要

は，昭和30-40年の10年間に，大幅な増加を示した。食肉合計では， 26.3万ト

ンから87.2万トンへ3.3信・の増加で，加工品は全体として， 3万トン弱から17万

1) この内，豚肉は8.2万ト γから36.'万トンへ4.5倍，羊肉114千トンから5.1万
トンの 127.5倍仲びている。(農林省『農林年報』昭和30~42年版〉
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食肉加工産業の競争的寡占市場構造

トンへ約5倍で，食肉の伸びを上回っている。第1図参照。

第 1図 食肉加工品生産量の推移
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注 『農林省年報』昭和31年版~42年版による。日本食肉加工協会調査数値

食肉加工産業は近年とみに寡占化の様相を呈している。食肉加工産業は戦後

に発展してきた，歴史の新しい産業である。歴史の新しさと需要の大幅な増加

2) 製品別には，ハム〈ロース・ハム，プレス・ハム〉類は2万トンから 8.6方
トンへ，ベーコンは l千トン強から4千トンへ各々約4倍の増加だが， ソーセ

ージ類は7千トン強から8.3万トンへ14倍の増加である。(官官掲『農林年報j)

-35ー



北海道大学長経論叢第 29集

は，多数の企業の市場競争による参入淘汰をもたらした。この状況のぷで，食

肉加工産業はどのような市場構造のもとでいかなる市場行動を取り，今日の寡

占化を将来せしめたかを本稿で検討しようとするものである。

E 食肉加工産業の市場構造

'(1)ー一産業規模

企業数，工場数は第1表による。企業数は微減しているが，工場数は増加し

第 l表食肉加工企業数，工場数

『日本食肉年鑑.!l'71年版 企業数は日本ノ、ム・ソーセージ工業組合

加盟社数，工場数は厚生省許可数

第2表従業員規模別企業数(540.3現在〉 ているo しかし，企業聞の規模格差は

規 模 別|企業数!比率 l大きく，工場も「四畳半工場」と呼ば
1~ 10人 25 I 14.5% れる零細な工場が多く，実際に稼動し

11~ 30 

31~ 50 

49 I 28.5 

るみを況概

〉

口
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い
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の

く

業
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企
は
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場

よ
工

表

る
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い

第

て

21 I 12.2 

51~ 100 35 I 20.4 
一一一一1--， 1一一| ず， 50人以下の企業が 55%， 51~300 

101~ 300 31 1 18.1 
!一一一~I~' 人規模の企業が40克である。企業の大

301~ 500 5 1 2.9 1 半が零細・小規模なものである。

501~10∞ 3 I 1.7 第 3表で企業の保有工場数をみると

1OOO~ 3 I 111 87.596の大部分が 1工場のみで3工場

農林省『ノ、ム・ベーコン・ソーセージ以上保有するのは300人以上の従業員

製造業実態調査報告書』昭40.10 規模の企業であるO これは，工場の生

従業員が301人以上の企業は6%にすぎ

3) 加工産業にとって最大の問題は原料肉供給である。畜肉生産の零細性と不安
定性は加工産業に多大な影響を与えているが，本稿では，原料供給は所与と

して，その下で・各企業がし、かなる市場行動を実現するかを検討する。
4) 例えば，昭和38年では517工場のうち約320工場が稼動している。西塚陽之，

井 U~占二「現代の産業，食品工業Jl (東洋経済新報社 昭和初年276頁〉
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食肉加工産業の競争的寡占市場構造

産能力の点から.1工場300人程度が限度で，それ以上に従業員が増加すると他

に工場を新設せねばならないためもある。

第3表保有工場数

!I瓦 511]I企業数|τ工場 I2工場 i3工場

i11711J二l三
5トイ00 17 14 3 

101~300 24 20 3 

第4表大手企業保有工場数と営業所数

r11l 
伊藤ハム 6 I 8 I 

日本ハ 12 I 9 I 

一方，第4表で，大手

企業の工場数は，他の企

業層に比べて圧倒的に多

い。その立地も全国的に

消費地，産地の両方に渡

っている。この大手企業

の工場も従業員が10人前

後から 600人程度まで，

格差は大きいが，平均し

て 150~200 人と 300人

程度の工場が多くなって

いる。

(2) 生産集中度

会内加工産業は零細，

中小企業数が多いが，生

産量は，大手企業による

集中化が進んでいる。第

5表でみると，集中度は

昭和38年以降上位10社で

50%を越えている。中でも上位3社は昭和40年の35%から44年には50%へと上

昇しており，寡占化の進行が顕著になってきた。

(3) 製品差別化

製品差別化は加工製品そのものの差別化と販売方法上の差別化に大別でき

わ 企業の地域分布は，大消費地の関東56%，関西17%，東北8%，九州7%，
東海6%，北海道4%，北陸2%である，前揚『実態調査報告書J(第2表備
考参照〕

6) r日本食肉年鑑J'71年版，食肉通信社
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40 57 35.1 

41 60 37.2 

42 61 38.6 

43 I 63 札

円41 64 1--498 
日本食肉加工協会調査， r日本食肉年
鑑.JJ'71 

る。

食肉加工品は，製品そのものの特

質から差別化され難いうえに，消費

者は加工製品を宿頭でスライスによ

る購入がほとんどなので，メーカー

ブランドが容易に普及しない状態に

ある。

販売ルートでの差別化は，特に大

手企業に於いて，積極的に進められ

てきた。加工品の販売はほとんど全

てが，食肉小売庖を通じておこなわ

れ，加工製品は工場から小売庖へ直

送される。仲介の卸問屋が存在しな

いことは，一見流通の合理的状態を

想像させるが，企業自らが，卸問屋

機能を担当しなければならない状況

にある。したがって，企業の販売競争は，まず小売屈の掌握からはじまる。小

売庖の庖頭では数社の製品が同時に売られ，食肉小売庖の買手市場であるとい

われる。大手企業は小売庖に比べて僅かであるが，直売陪をもち，また全国的

に多数の営業所を設置して問屋機能を代行させて，販売圏を拡大している。

仏) 技術と費用

食肉加工品の生産工程は，概して単純で，機械設備も大がかりなものを必要

とはしなし、。僅かな資本，小規模な設備で，容易に生産を開始することが可能

である。

7) 高橋伊一郎「厚子的市場構造における過当競争の形成のメカニズムJ(11'農業
経済研究jVo1.41のl号1969所収〕

8) 大内力編『農業をとりまく新環境J (近藤康男監修『講座日本の農業』第2
巻，御茶の水害房， 1966.151頁〉
9) 販売ノレートは，小売脂77.4%， 直売庖1.0%，あとはスーパーマーケット，
大口需要者である。(前揚『実態調査報告書J) 

10) 第4表参照。

-38 -



食肉加工産業の競争的寡占市場構造

生産工程のうち原料肉処理の作業に熟練度が要求され，工場規模の拡充，機

械設備の改善以上に，生産性を高める要因になる。

加工品生産は労働集約的な，熟練度を必要とする生産工程のために，一貫し

た機械化生産が困難で、ある。そのために技術的改善は，種々の工程の部分改善

である。

また加工品は原料肉の混合割合の違いや利用部分の違い，また香辛料・添加

物・加工方法の違いで，容易に多種類の製品が生産できる。ー工場で全種類の

製品を生産しなければならないため，この点からも量産化によるコスト・ダウ

ンが図り難くなっている。

第 6 表で費用構成をみると，原料(肉)費が85~90%と圧倒的な割合を占め

第6表製造原価構成

一一型J/6l-号i竺.竺竺l
竺肝均恒竺υ竺己竺i
伊藤ハム I90.3 I 3.9 I 5.3 
プリマハム I85.4 I 7.3 I 7.3 

古~I~I 利引
40年平均は前載『報告書』大手3社は
昭44年度の数字『有価証券報告書総覧』

ている。原料費の高割合のために技

術の高度化によるコストダウンの余

地は一層狭く，費用条件の優劣は原

料肉仕入れの優劣や原料肉の処理，

利用の巧拙によってきまり，そのこ

とが企業の市場成果に最も大きな影

響を与える。

阻 食内加工産業の市場行動

(1) 価格決定の市場行動様式

企業の〈加工品販売)市場に於ける行動一つまり価格の決定のあり方を検討

する。販売価格がどのように決定されるかという問題は，価格水準の決定方法

および，価格変動の要因を考慮する。

販売価格を左右するのは，費用の80~90%を占める原料肉の価格である。第

2図によって，主要原料肉である豚肉価格と各種類別の加工品別価格の関連を

11) 企業の技術水準が部分改善によって，費用格差が存在しても，労働集約的な
生産物のため，技術的規模の経済性は働き難い。しかし，大手企業は技術的規
模の経済性が働かなくとも，工場を全国に分散設置し，資金調達・労働力確保，
原料肉調達，販路拡大などの面における，大きな資本故の貨幣的規模の経済
性を発揮してきた。新野幸次郎『現代市場構造の理論JJ(新評論1968，96頁〉
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第2図豚肉価格及び加工品卸売価格の推移 円/kg みてみる。
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(注) 1. r農林省年報』による。
2.加工品:日本食肉加工修正会調査。ハムはロ
{スハム，ソーセージt主ウインナーソーセ
{ジ。販売条件は持込渡し
3.豚肉:産地価格は「農村物価賃金調査」に
よる生体の農家庭先取引価格，卸売価格は
日銀「卸売物価J，小売価格は総理府「小
売価格」

る単味品(ロース・ハ

ム，ベ{コ γ)の〈卸

売)価格の動きは豚肉

の(卸売〉価格の動き

と酷似しており，加工

製品価格の変動幅は，

豚肉価格の変動幅より

も大きくなっている。

一方ソーセージ類の販

売価格は，単味品に比

べて安定的である。ソ

ーセージ類は主要価格

が羊肉であり，豚肉価

格とは別に，羊肉価格

の変動に影響されてい

る。

グラフの形状の推移

から注意することは，

豚肉価格の変動と加工

品価格の変動の聞に

は，多少の時間のズレ

があることである。ま

た変動幅の違いは，原

料価格の変動がすくに

加工品価格の変動に結びつかない，価格の硬直性の傾向があることに帰国して

いる。特にソーセージ類の価格変動幅が小さいのは，勿論原料肉の混入割合の

12) 高橋伊一郎『食肉経済一競争的構造分析ーj)(研究殺害第89号，農業総合研
究所， 1972. 158頁)

13) 前掲，高橋伊一郎『食肉経済j)157頁。
14) 同上書 158頁。
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食肉加工産業の競争的寡占市場構造

変更による調整があるが，この価格硬直性が一因であるといえる。

30年代の加工品需要の伸びを支えてきたのはソーセーク類で，食肉加工品に

対して拡大しつつある需要を減退させないためにも，価格の安定化が必要とさ

れていた。ハム類とソーセージ類とは競合するというよりは，むしろ補完的な

関係をもっている。ソーセークは低所得者層の食肉加工品への消費を勧め，所

得の高まりと伴にハム類へ需要が移るという，需要開拓の先行的役目をはたし

てきた。

しかもソーセージは魚肉ハム・ソ{セージの競合財が存在していたため，価

格の安定化が一層要求された。価格安定と引きかえにソーセータの質的低下が

あり，それまで、の豚肉の使用はほとんど姿を消してしまっ見。

価格変動は原料肉価格の変動によって生じるが，この(所与の〉原料肉価格

のもとで，企業は利潤を追求すベく販売価格の決定を行なう。食肉加工産業の

産業構造の特質から次のよう仮定をもうけることが出きる。

食肉加工産業の市場競争様式は，多数の企業(また工場〉が相互に代替性の

強い製品を阪売している地域的に独占的な競争である。そして，加工製品の生

鮮食品的性質と生産の技術的規模の経済性の働き難さが，工場設置の際に消費

地産地の地域的分化をもたらし，各企業(工場〉に地域的な独占力を与えてい

る。企業はこの状況のもとで， 2面性の競争に直面している。 1つは原料肉仕

入面，他は加工製品販売面における競争である。

競争力の優劣は，価格形成にあらわれ，原料肉仕入面における原料肉価格

(企業での費用〉と，その元での加工品価格の決定と調整がなされ，均衡がえ

られる。

そこの利潤の存在は，産業への新規企業の参入を招くが，食肉加工産業はと

くに参入，淘汰の激しいものがある。

(2) 原料肉供給量が所与の場合の加工品販売価格の決定

企業は原料肉を，一定期間中に食肉卸売市場と生産者及びその団体によって

15) 前掲，西塚暢之他『食品工業J274頁。
16) 前掲，大内力編『農業をとりまく新環境j147頁。
17) 昭和31年には，豚肉使用40%だった。 ソ{セージは， 39年には豚肉混入は

皆無になる，その代わりに，馬肉(30~50%) とマトン (50~70%) が増

加した。(宮崎宏・新井肇・平川輝夫『養豚経営の進路』農山漁村女イヒ協
会昭和40年， 301頁〉
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第3図原料肉価格の決定

北海道大学農経論議第 29集

供給された所与の供給量を，他の企業

との仕入れ競争裡に調達する。

第3図において企業はAC，a cの

2本の原料肉の仕入曲線，つまり原料

肉のみの費用曲線をもっ。 acはー企

業のみが行動した時の個別企業の仕入

0' ー←一一一つ子1'1Q X' 曲線であり， ACは全ての企業が同一

行動をとった場合のー企業に示される集計された産業の仕入曲線である。 AC

はしたがって， 1企業に示される原料肉の割当量を表わす。 acはACよりも

弾力的になっている。

今ある代表的ー企業は交点Rで O'Sの原料肉(仕入)価格で， O'Nの原料

肉を入手する。

次に第4図で，第3図でのO'Nの原料肉を単位当り O'Sの仕入価格で購入

第4図販売価格の決定 する時， O'Sを一定の原料肉仕入

Y 
V一一一一一一 αC  

U 

S 
J 

vi 

O 

o 

p 

d 

価格EE水準とする。 EE水準で

仕入れた原料肉で，企業は加工品

を生産する。企業の加工品版売面

には 2本の費用曲線がひける O

pp曲線は加工・流通のみの費用

曲線で， p，p'曲線は原料費を含

めた費用曲線である。 P'P'=pp

+EE水準となる。

加工品の需要曲線は2本 dd

x' とDD曲線がひける。 ddはー企業

が単独で価格行動に出た場合の個

X 

7.lIJ企業需要曲線で， DDは産業内の全ての企業が同ーの価格行動に出た場合の

ものである。 DDは企業の市場でのシュアを示す。多数の企業(工場)が地域的

18) 仕入先の割合は，食肉卸売市場16，%，生産者及びその団体28.5%，潮社およ
び卸売業社23.5ヌム家苦手商14.1%等である。(前掲『実態調査報告書』参照〕

19) Nicholls， W. H.， Imprfect Competition within Agricultural Industries 
Iowa State College Press. 1947. pp. 21 

20) Nicholls ibid pp. 21 
21) Chambevlin， E. H.，“The Theory of Monopolitic CompetitionヘCham-
bridge Harrard Univesity Press 1933. pp. 91 
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独占状態のもとで，相互に代替性のある加工品を販売する独占的競争のために

需要曲線は負の傾きをもち，かつddはDD曲線よりも，より鞘力的である。

販売価格は2本の需要曲線の交点Pで決まり，価格はAPで，生産量はOA

そしてこの場合超過利潤PHが存在する。

第5図より均衡調ぜは次のようになる。 PHの超過利潤のために新規企業が

参入し，既存の企業のシェアは減少 第5図均衡調整

し， DDはD'D'ヘシフトして， P' 

P'曲線とP1点で接する D もし産業

に価格規制のカルテル行為があるな

ら，均衡は Pt点で成立する。しか

し価格規制がないならPI点は不安定

な均衡である。企業は価格を引き下

げて服売量を増やそうとする。 ddは

D'D'にそって下方へシフトレ， P2 

点に接して安定的な均衡が成立す

る。企業淘汰は次のようになるO 全

ての企業が PIからKまで価格引下

Y 
ノ
h
u
 

d 

d~ 
d 

O X 

げ行為に出るので，価格はPtからKまで下落する。 K点で費用は価格よりも

高い。この損失に耐えきれない企業がまずi淘汰される。次いで，一企業が単独

にd'd'にそってKからP2点まで価格を引き下げる。この段階で次の淘汰があ

る。 P2点て、企業の価格競争は止む。この点で価格と費用が等しく， また超過

利潤は消えており，均衡は安定的であるO

食肉加工産業は高率原料費に加えて，もう一つの特性がある。それは過剰設

備の存在である。負の傾きをもっ需要曲線のもとでは，理論的に u字型の費

用曲線の最適生活点よりも左へずれた点で、均衡点が存在するが，ここでは現実

22) P点よりおろした垂直線上に，需要曲線ddより派生した限界収入 (mr)と
平均費用曲線 p'p'より派生した限界費用 (mc)が交っている。

23) Chamber1in， ibid. pp. 92 
24) Chamterlin， ibid. pp. 104~1O9. 尚独占的競争て1主理論的にexcess capacity 

が存在するとする説に反論し， full-capacityでの均衡と独占的競争は矛盾
しないとする説がある。これは生産物の差別化が，公告，宣伝費による場合
である。 Demsetz，H..“The Welfare and Emprical Implications of 
Monopolistic Competition. " Eco. Jour. 1964. Vol. 74. 
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的にも過大な遊休設備が存在している。加工品の需要は，季節的にみて夏と年

末をピークに，激しい変動がある。

第6図によると，企業は需要のピ{ク時に機械設備が完全稼動するようにし

/5.000 
flI.OOO 

β000 

/2.000 

//.00。
10.000 

9.000 

8000 

7.000 
6.000 

5，000 
C 

第6図加工品生産量の月別推移(昭40)

f]g初旬JR 2 3 4-5 G 7 8 '1 /0 1I 12 ~才.2 3 4' 5 6 7 8 '1 /0 //々

前j品「実態報告書」
前掲『実態報告書』

ているため通常時には50~80%の稼動率になっている。工場規模が大きい程，

稼動率が低くなっており，この点からも費用条件は悪化している。

。) 原料肉仕入面での競争行動

第3図にもどって，企業の原料肉仕入国での競争行動をみる。 EE水準は企

業にとって一定量の供給原料肉によって決定された所与の水準である。この価

格水準を動かすものは，第一に原料肉の供給量と，第2に仕入に参加する企業

の数である。

今EE水準の Q'N以上に原料肉を企業が望む場合，他の企業に比べて有利

な行動をするなら，acにそった行動が出来る。SUの追加費用でNQの追加原料

肉を入手できる。しかし他の企業も同ーの行動をとるなら，その企業はACに

そって行動になり， suの追加費用ではNMの追加原料肉しか購入出きなし、。
NQの原料肉の確保には一層高いsvの支出が必要である。

25) Nicholls， ibid， pp， 13~14. 生産者選択 (producer's preference)を引

きつける企業の行動である。
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大手企業が産地へ進出するのは acにそった行動を保障しようとするもの

である。

企業の原料肉対策の今一つの重要なものは，輸入原料肉の使用である。企業

は圏内原料肉供給の不足時には，これを輸入に求め，安価な羊肉，馬肉を大量

に使用してきた。これは特に普及品であるプレスハム，ソーセージ類の生産に

使用され，それらの加工品価格を比較的安定的なものにしてきた。

大手企業ほど大量に輸入原料肉を使用し， EE水準を高めることなく，原料

肉不足時にO'Nの原料肉を確保してきた。

N 参入とその実態

(1) 参入の3つのケース・モデル

企業はたんに既存企業の競争だけでなく，潜在的企業の参入という競争裡に

ある。食肉加工産業は，原料肉の仕入と加工品の販路が整えば，資本設備等の

第7図起短期的需要増加時の参入 点、から新規企業に対する参入障壁

Y 
D" 

ノ門

ν/
 
門

γ

d' 
D 

W 

d 
w 

G 

O 

E R 
5 

0' Q × N 

E
 

は高くなし、。

参入のケースには次の3つが契

機として考えられる。

① 超短期的に季節的な需要増

p' 加の場合

② 原料肉価格が下落した場合
、¥、"
D" 0 @ 原料肉価格が騰貴した場合

この3つのケースを，グラフイ

カルなモデル化によって検討して

× みる。

① 超短期的な季節的需要増加

時の参入

第6図でみたように，需要の季

節的変動は激しL、。原料肉貯蔵，

製品在庫による生産調整は容易で

26) 参入障壁の形成要因は，前掲，新野幸次郎，第3章参照
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なく，生産は需要に応じて増減する。第7図で，企業はEE水準の原料肉価格

のもとで， p'p'費用曲線において p点で均衡している。一定期間需要が増

加し， DDは D'D'へシフトした。 dd曲線のシフトが問題になる。

企業は遊休設備をもつから生産を拡大するが，そのためにNQの追加原料肉

が必要になる。全ての企業が追加原料肉を求めるなら，その費用はSVであ

る。このSVの増加費用分は販売価格に転稼され， p'p'曲線はL点 (LH=V

S)までシフトする。この場合H点は，機械設備の完全稼動点であるため，こ

の企業が賄える需要は OBである。したがってddはd'd'の位置までシフト

する。

販売価格はOGからOWへ騰貴する O

もし企業が，有利な原料肉の仕入ルートを持つなら， NQの追加分にSUの

追加費用ですみ，費用の節約分は超過利潤になる。

需要増加がD'D'vこ留まるとは限らない，更に， D"D"までも増加したなら，

もし新規参入がないなら，企業は生産量OBのままで，価格をOW'まで高め

ることになる O

しかし参入は容易なために，新規企業は既存企業と同一価格OWで， BCの

増加需要分を生産することが出きる。この場合，参入は零細な家族経営的工場

が，簡単な機械設備と，家族労働力をもって参入するO しかも， BCの生産量

を僅かずつ分け合って生産するなら， それだけ少量の原料肉で生産可能で，

参入は一層容易になる。零細企業の費用曲線はp'p'よりも低い位置に，例え

ばp*p*にあるといえるから，生産量は僅かでも，単位当りの利潤は大きくな

る。

もしもこのD"D"の需要増加が長期間存続するなら，既存企業は，それに見

合うように設備を拡充設置するが， この D"D"の増加は極めて短期間のため

に，企業はこの参入を看過すことになる。

② 原料肉価格が下落した時の参入

第8図で，企業は原料肉価格EE水準のもとで， P点で均衡している。原料

肉供給が増加し，価格が下落したため， 今までと同ーの原料肉 O'Nを仕入れ

るのに， NR'という低い EE'水準でまにあうようになる。そのために費用曲

線はP'P'からP"P川へと下へ、ンフトする。販売価格がAPと同一なら， PT 

27) 前掲『実態調査報告書』参照。
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第8図原料肉価格下落時の参入

食肉加工産業の競争的寡占市場構造

の超過利潤が発生する。原料肉価

格の変動が販売価格に直裁転嫁さ

れるなら，価格は ATへ下落す

d札、¥ るが，価格反応は時間の遅れと

硬直性のために超過利潤を残して

Y 

O 

Pク いる。この利潤を求めて参入があ

下l¥¥一一二〉イ/ る。

d この時以前の価格水準EEでN

X Qだけ多く原料肉を仕入れが出き

る。 P点における生産では， (こ

の時の必要原料肉はO'N) 遊休

設備を残しているから，企業は販

売促進費を支出して， d dを上方

へシフトさせ， NQの追加原料肉

の加工生産を可能にする。販売量

増加の利益が，販売促進費の追加を補うかぎり，企業は生産を拡大する。

③ 原料肉価格の騰貴による場合の参入

第9図において， EE水準のもとでp'p'曲線のP点で均衡が成立してい

る。原料肉供給量が減少し，仕入価格は騰貴して E'E'水準になった。 ON

の原料肉の価格はNRからNRoへ騰貴する。値上り分のRRoは，販売価格へ

転嫁され，費用曲線はP"P"ヘシフトするO 価格が騰貴したため， ddはDD曲線

にそって上方へ・ンフ卜する。高くなった費用曲線P"P"のもとで，販売価格は

騰貴し，需要は減退するために限界企業は淘汰される。一企業当りのシェアは

増加しDDはD'D'曲線へシフトして， p，点で、均衡する。

原料肉価格騰貴前に比べてR点では企業は高い販売価格と少い生産量をもた

A 

E
 

/
 E
 E

 

。
ノヘj Q M 

X/ 

らしている。

企業の原料肉産地への進出は，仕入曲線をシフトさせる a'c'は下方へシフ

28) 第7図のd'd'は完全稼動の時の需要曲線であるため，これ以上のシフトの余
地はないが，第8図のddは販売促進費によってシフトさせ，売上を拡大する
ことができる。

29) P，点における原料肉の費用額はOM'xMR'で，これは原料肉値上り前のEE
水準における費用額O'NxNRと等しくなる。したがって生産量OBに対す
る原料肉はO'Mになる。
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トし a"c"になり，これに対応して費用曲線も P"'pl/lへと下方ヘシフトする。

この場合，産地進出による新規企業(工場〉の生産開始には時間の遅れがある

が，この遅れを無視できるなら原料肉価格は，この新規企業にはE"E"水準で

YI 6~ミPI
l
d
 I
l
l
i
-
-
l
!
l
J
 

/〆

V
i
 

。
尺。 E/ 

V 日AC E'" 

〆シι乙
E E 尺。

門
ド
h

あり，ここにTP1

の超過利潤が発生

する。

このように，大

手企業の産地進出

は， より安価な原

料肉の大量確保と

それによる販売の

拡大を求めてなさ
X 
れる。原料肉の供

給事情が悪い時，

産地での地元企業

に比べて， 同一規

模でも，大企業な

d 

。 んん xl るがための貨幣的
な規模の経済性を発揮することで，地元企業に対抗して，地歩を占めることが

可能であった。

以上の如く企業の市場における行動，つまり価格決定と参入淘汰の様式をみ

てきた。それでは企業の価格決定の行動原理は何かということを検討したい。

いくつかの行動原理があるが，食肉加工産業の価格決定はフル・コスト原則

が有効である。

企業は所与の原料肉価格EE水準のもとで，そのEE水準を含めた総費用曲

線P'P'と2本の需要曲線によって価格を決定する。均衡価格では超過利潤は

消滅するが，正常利潤は存在する。したがってこの正常利潤が，現論的にフ

ル・コスト原則でのマークアップによって保証されている。

正常利潤，つまりマーク・アップを含めた費用曲線が，所与としてのEE7X

30) 前掲，高橋伊一郎『食肉経済.!l155頁， 平均原理であるフル・コスト原則と
限界原理とは根本的には矛盾するものではなL、。京野偵一「農産物価格形成
についてJ(r農経論議』第27集所収， 1971) 
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準によって定められ，この費用曲線のもとで，生産量と販売価格が決定され

る。

(2) 参入の実態

第10図で参入の実態をみる。グラフには手中度と圏内及び輸入原料肉供給量

と，規模別企業(正確には工場〉数の推移が示されている。

上位10社の集中度が高まる期間は，主要原料の豚肉生産量が減少し，豚肉生

産が伸びると，集中度の高まりは鈍くなっている。

また集中度が高まると総企業数は増加し，集中度の伸びが鈍化すると，総企

業数は減少している。規模別に企業の動向をみると，零細，小企業が圧倒的に

多く，この階層の企業の増減が，総企業数の増減の主因になっている。

昭和34年まで原料肉生産は，昭和32年の不振はあったが，ほぽ順調に伸びて

きた。この時期にA層の零細企業の大幅な減少がるった。 D.E層の中企業は

増加した。

32年の不振時には，大量の原料肉輸入があり，この時期にB・C・D層の小

企業が増加し， E層の中企業とA層の零細企業が減少した。

企業数の動向は， 3剖4~3却9年まで

加し，好転すれば，減少するO 他の階層の企業はA層ほど明瞭な傾向はない

が，概していえば，小規模企業層は原料内事情が悪い時に増加し，好転すると

減少し，中規模層はその逆の動きをみせ，大規模層は常に増加している。そし

て，小規模層ほど増減の振幅が大きい。

この動向は次のような理由による。原料肉生産の後退は，加工品の価格を引

き上げる。零細企業は少量の原料肉を確保しうるなら，安い費用で生産が可能

になり単位当りの高利潤を得ることができる。中規模層以上は常に一定の生産

を維持するために，原料肉の大量仕入れをしなければならず，高仕入れ価格は

それだけ一層費用条件を悪化させ，しかも規模の経済性による生産性の向上を

実現出来ないことが，この階層の淘汰を一層ひきおこす。地場の中企業は，同

規模の大手工場に比べると，貨幣的な規模の経済性を発揮出きずに，同様な原

料肉事情に直面してもそれだけ不利益を余儀なくされる。

原料肉生産が大幅に後退した昭和35年と38年の時期を比べると，零細企業層

の増加の動きは変化ないが，小・中規模層の増減は38年では， 35年ほど激しく
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第10図 規模別企業(工場)数・上位10社集中度・原料肉生産量
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はない。

また次に昭35~37年と 38年以降の原料肉生産が伸びた時期で、は， 35~37年に

は小規模な企業ほど減少の割合が大きく，中企業は変化なく，大規模企業は増

加している， 38年以降は，零細，小企業は減少しているが，それ以上の規模の

企業は増加する傾向にある。

国内原料肉と輸入肉は30年代は相補う動きをしていたが， 40年代になると，

パラレルな動きを示し，企業数の動向もそれ以前のものとは様相を異にしてい

る。

圏内原料肉生産の伸びが鈍った時，従来なら不足分は輸入肉に求めたが，輸

入内の伸びも高くない企業数は大幅に減少した。それは零細，小企業は全て減

少し，中企業のE層は横ばいで，それ以上の規模の企業層は増加した。これは

従来原料肉の不足分を輸入に求めて補うことが可能であった条件が変化したた

めである。つまり加工品需要の質点変化のためである。

昭和34~38年の園内豚肉生産の増減の激しい時期に，安価な輸入原料肉を大

量に使用することが出きた企業層が成長した。しかし昭和37年以降ソーセージ

類の伸びは頭打ちになり，需要は単味品等の高級ノ、ム類へ移ってきた。そして

産業内部でも品質，格付けの配慮によって自らで需要を開拓してきたことが，

需要の質的拡大を促進してきた。

V 結びと今後の課題

食肉加工産業は多数の中小企業を含む産業であり，各企業は地域毎の地方市

場の需要を対象にしていた。しかし近年急速に寡占化が進行してきた。産業が

寡占化するには2つの型がある。 1つは産業の成立当初から寡占化していた産

業で他は初めは原子的に多数の企業が存在していたのが，次第に寡占化してき

た産業である。食肉加工産業は後者の寡占化産業である。その寡占化は協調的

なものではなく競争的である。それは今まで検討したように，第1に食肉加工

品に対する需要の急速な拡大，第2に加工品の販売競争条件の不整備特に食肉

小売庖に対する企業の把握，系列化の不十分さ，そして高比率の原料費と，技

31) 昭和45年の雪印ハムとアンデスハムの合併により，大手4社の集中度は60%
に達した。

32) Bain 1. S.，“ Price Theory" Henry Honlt and Company New York. 
1952. pp. 270 
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術的な規模の経済性が働き難い生産性の低さ等に由来しているO

食肉加工産業の原料肉の仕入の巧拙に，企業の成長が左右されている事実は

当然寡占化に伴に圏内の食肉生産・流通そのものを支配しようとする動きが必

然化してくる O

それはインテグレーションとしてあらわれてきた。インテグ{レションは従

来以上に農業生産者を再編成していくであろう。

「産業組織論」の手法で農業関連産業(食肉加工産業)を分析してきたが，

その際農業部門は関連産業の所与の条件と仮定され産業の市場行動なり戦略・

政策の影響は無視してきた。しかし，農業関連産業の動向が農業生産に及ぼす

影響は明らかであり，農業との対比において関連産業を規定するには，関連産

業内部での企業関係を市場構造と行動の裡にとらえるばかりではなく，農業部

門との依存関係としてもとらえなければならなL、。

産業組織論によって農業関連産業を分析することは，農業部門との相互依存

関係を解明しがたい障害を理論的に内包している。

しかも産業組織論は静態分析であり，相互関係をみるためには動態分析でな

ければ充分でない。このように産業組織論が産業部門内の市場分析である限

り，農業部門への影響の視点が欠けることになる。しかし関連産業と農業の関

連が垂直統合として実現している現在，両産業部門間の関連の経済的分析が必

要であるO インテグレーションと農業関連産業の問題は次の 2点から農業への

影響を検討することが重要である。

1つはインテグレーションは価格と特殊な関係があるが，インテグレーショ

ンによって市場による調整が，管理による技術的調整にとって代わり価格の役

割が変化(減じる〉するかという点であ2。確かにインテグレーションは，価
格形成の市場を移動させ，価格によって市場が結びつく接合点が減っている。

第2にインテグレーションによる農業部門の企業への内包化は，それまでの

政策的手段，例えば価格支持などに比べて，農業に経済的厚生をもたらし得る

かということである。

インテグレーションの分析には，価格理論に加えて農業における効率性と経

済厚生の基準によるアプローチが必要である。

33) 現代経済学『価格理論][.!1 (現代経済学，岩波書庖 1971.79頁)
34) NicholIs ibid Chap. 19には動態化が示唆されているo
35) Gray， R. W.“Some Thoughts Changing Role of price" J. F. E. Vol. 
46. Feb. 1964. 
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